
令和７年度大江町農業用水確保対策事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 町長は、令和７年６月からの高温・少雨による農作物への影響に対応するため、山形県

農林水産物等災害対策事業費補助金交付規程（平成２５年３月２９日山形県告示第２６８号）及

び令和７度山形県農林水産物等災害対策事業実施要領に基づき実施する干害応急対策の事業を

支援し、農家の経営所得安定向上に資するため、大江町補助金等の適正化に関する規則（昭和５

６年規則第 3 号。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところにより、予算の範囲内で

補助金を交付する。 

 

（事業実施主体） 

第２条 事業実施主体は、次の各号に掲げる者（以下「実施者」という。）とする。 

（１） 農業協同組合 

（２） 農業法人 

（３） ３戸以上の農業者の組織する団体（ただし、代表者の定めがあり、組織及び運営について

定めのあるものに限る） 

（４） 農業者（経営耕地が 30a 以上又は１年間の販売金額が 50 万円以上の農業者） 

（５） 土地改良区 

 

（補助対象事業の種類等） 

第３条 補助対象事業の種類、対象経費及び対象要件並びに補助金の算定基準は別表のとおりと

し、令和７年６月１日から９月３０日までに実施した取り組みを対象とする。 

 

（交付申請） 

第４条 規則第５条の規定による補助金交付申請書（規則様式第１号）の提出期限は、町長が別に

定める日とし、添付すべき書類は、次のとおりとする。 

（１）事業計画書（別紙様式第１号） 

（２）収支予算書（別紙様式第２号） 

（３）その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の申請書の提出に当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経

費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）

に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 

年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た

金額をいう。以下同じ。）があり、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなけれ

ばならない。 

ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでないもの

については、この限りでない。 

（交付の条件） 



第５条 規則第７条第１項第 1 号ア及びイに定める軽微な変更は、次に掲げる変更以外の変更とす

る。 

（１）事業実施主体の変更 

（２）交付額の増額の伴わない事業に要する経費の２０％を超える増減 

（３）施行箇所又は設置場所の変更 

２ 規則第 7 条第１項第１号の規定により町長の承認を受けようとする場合は、事業計画変更（中

止）承認申請書（別紙様式第５号）を提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第６条 補助事業の実績報告書（規則様式第２号）の提出期限は、町長が別に定める日とし、添付

すべき書類は、次のとおりとする。 

（１） 事業成績書（別紙様式第３号） 

（２） 収支精算書（別紙様式第４号） 

（３） 領収書及び納品書、請求書、契約書、領収書、写真などの実施状況が確認できる書類の写

し 

（４） 揚水機等の賃借及び揚水機等の燃料の購入等に要するものについては、上記に加え、ポン

プの型番等がわかる資料及び稼働時間のわかる運転日誌。通年設置している揚水機につい

ては、用水対策のため掛かりまししたことが確認できる資料 

 

（帳簿の備付等） 

第７条 規則第２１条に規定する帳簿及び証拠書類は、事業終了年度の翌年度から起算し 

て５年間保存しなければならない。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は町長が別に定 

める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年９月 11 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表） 

事 業 実 施 基 準 

 

 

 

 

事業の種類 対象経費及び対象要件 補助金の算定基準 

農業用水確対策

事業 

（要綱第３条別表） 

〈対象経費〉 

干害時の農業用水等の確保のため

の工事、機材の借上げ又は購入、

燃料の購入等に要する経費 

 

〈対象要件〉 

１ 応急対策 

（１）６月１日からの高温・乾燥

により発生した干害に対して実施

する水路等の工事、揚水機等の賃

借又は購入及び揚水機等の燃料の

購入等に要するものであること 

（２）６月１日から９月30日まで

に実施したもの 

 

２ 恒久対策 

（１）干害時の農業用水等の確保

のための施設等が整備されていな

いことにより、井戸の掘削、灌水

施設等の設置工事に要するもので

あること 

（２）６月１日から９月30日まで

に工事が完了すること 

〈応急対策> 

当該事業に要する経費の２分の１に

相当する額と、次の表の１箇所当たり

の限度額の２分の１に相当する額の

いずれか低い額とする。 

項 目 
１箇所当たり 

限度額 

応急対策 

大規模対策 

 

中規模対策 

 

小規模対策 

 

3,940千円 

 

1,760千円 

 

660千円 

※この限度額は税込みの金額である。 

 

<恒久対策> 

当該事業に要する経費の２分の１

に相当する額と、下記の１ｍ当たり限

度額に延長を乗じて得た額の２分の

１に相当する額のいずれか低い額と

する。 

【１ｍ当たり限度額】 

井戸灌水設備 120千円/ｍ 

※この限度額は税込みの金額である。 

（50メートルを限度とする） 

 

 


